
 1 / 3 

市街化調整区域における企業誘致の取組 

（都市計画法３４条産業系１２号）について 
 

市内における雇用の確保や地域経済の活性化を図るため、企業誘致を推進しています。 

現在、圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺の道路インフラなどの整備が進んでおり、アク

セス性が向上することや、近隣市町における開発の動向を踏まえると、早期に産業用地を

創出していくことが重要です。 

このため、都市計画法第３４条第１２号、いわゆる産業系１２号を活用し、早期の企業

立地を目指します。 

 

１.制度整備から企業立地までの流れ  

市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例の改正（令和２年１２月２４日） 

↓  

市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例施行規則の改正（令和２年１２月２４日） 

指定運用方針の策定（令和３年１月２２日） 

 

 

 

土地利用に関する計画書の策定 

 市総合計画の基本構想に基づき、土地利用に関する計画を策定 

↓ 

都市計画審議会への諮問、必要に応じて県開発審査会への意見聴取 

↓ 

告示（指定） 

 指定した区域と用途を告示 

↓ 

事業者から、当該指定区域への開発許可申請を受け付け、許可となれば、企業の立地が可能

となる。 

 

  

資料４ 

今後 

現状 

指定する区域及び用途について、検討を進めている。 

また、条例等改正後、不動産業者・開発事業者等から、本制度を活用した開発につい

ての相談、問い合わせ等が増えており、具体的な指定の検討にあたり、参考としていく。 
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２.建築物の用途及び区域指定の要件（指定運用方針一部抜粋）  

（１）建築物の用途 

・流通業務 

・工業施設 

・商業施設 

 

（２）区域指定要件 

・道路 ※流通業務・工業施設における道路要件 

 

 

（３）雨水流出抑制施設 

指定区域面積 抑制容量 

３,０００㎡以上５,０００㎡未満 ０.０６０㎥／㎡以上 

５,０００㎡以上７,０００㎡未満 ０.０７５㎥／㎡以上 

７,０００㎡以上１万㎡未満 ０.０９０㎥／㎡以上 

１万㎡以上 ０.０９５㎥／㎡以上 

 

（４）面積 

３,０００平方メートル以上であること。 

 

  

整備済み道路（整備中含） 幅員 12ｍ以上 

整備済み道路         幅員  7ｍ以上 

未整備道路          幅員 12ｍ以上 

（参考）該当する道路から 250mの範囲 

圏央鶴ヶ島ＩＣ 
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３.参考  

■鶴ヶ島市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例（抜粋） 

第６条 法第 34条第 12号の規定により、開発区域の周辺における市街化を促進するお

それがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適

当と認められる開発行為として定めるものは、次に掲げるものとする。 

(１) 鶴ヶ島市総合計画の策定に関する条例（平成 27年条例第２号）第２条第２号

の基本構想に基づき策定した土地利用に関する計画に即して市長が予定建築物の用

途を限り指定した土地の区域において、当該指定に適合した建築物を建築する目的

で行う開発行為 

 

■「鶴ヶ島市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例第６条第１号」に係る指

定運用方針（抜粋） 

４ 土地利用に関する計画 

「土地利用に関する計画」に記載する事項は、別紙２のとおりとする。 

 


